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【研究要旨】 

 眼疾患に特化した公的な検診はごく一部の自治体で行われているに過ぎないが、その一

方で、特定健診には眼底検査の項目がある。特定健診は我が国で公的に施行されている最大

の健診であるが、特定健診における眼底検査は、「詳細な健診項目」となっており、その施

行率は高くない。しかしながら、自治体によっては独自の基準で眼底検査を行って、眼の検

診の機会としている自治体もある。研究者らはこれまでに特定健診受診者の慢性眼疾患の

有病率、特定健診時に眼底検査をオプションとして加えている自治体の割合、眼底検査のオ

プションの有無による特定健診受診率について検討し、学術論文として発表してきた。 

今回は、眼底検査を中心とした成人眼科検診の意義について日本語の小冊子を作成し、全

国全 1741 の自治体の地域保健・健康増進事業担当部署、各都道府県の国民健康保険団体連

合会、日本眼科医会と各都道府県の眼科医会支部に配布した。眼科検診の意義を自治体や保

険者に提示することで自治体の保健行政、施策を考えるうえでの情報提供を行った。 

 

  

  

A. 研究目的 

視覚障害の主な原因疾患は緑内障，糖尿

病網膜症，黄斑変性，白内障など加齢や生活

習慣病が関係する慢性疾患であり、高齢者

にとって大きな問題である。また、これらの

眼疾患で最終的に視覚障害や失明に至る時

期は 70 歳以降であっても、40-50 歳代から

発症していることが少なくない。これらの

加齢性・変性眼疾患は早期には自覚症状に

乏しいため、成人の眼科検診による早期発

見の機会が重要と考えられる。 

現在、眼疾患に特化した公的な検診はご

く一部の自治体で行われているに過ぎず、

対象年齢や検診間隔、検診内容がさまざま



で不統一であり、事後評価も十分になされ

ていない。一方、特定健診は全国平均の受診

率は 53％であり、我が国で公的に施行され

ている最大の健診である。 

特定健診には眼底検査の項目があり、眼

底検査には全身の動脈硬化、高血圧性変化

を評価する以外に、緑内障，糖尿病網膜症，

黄斑変性などの慢性眼疾患を発見する機能

があると考えられる。ただし、特定健診によ

る眼底検査は、一定の基準を満たした人し

か受けることができない「詳細な健診項目」

に分類されており、その施行率は高くない。

しかしながら、自治体によっては「詳細な健

診項目」としての眼底検査以外に、独自の基

準で眼底検査を行って、眼の検診の機会と

している自治体もある。 

研究班ではこれまでに、特定健診受診者

の慢性眼疾患の有病率、特定健診時に眼底

検査をオプションとして加えている自治体

の割合、眼底検査のオプションの有無によ

る特定健診受診率について検討してきてお

り、いくつかの学術論文として発表してき

た。今回は、眼底検査を中心とした成人眼科

検診の意義について小冊子を作成し、公表

した。眼科検診の意義を自治体や保険者

に提示することで自治体の保健行政、施

策を考えるうえでの情報提供を行った。 

 

B. 研究方法 

 平成 28 年度-30 年度厚生労働科学研究費

補助金、循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対

策総合研究事業、「成人眼科検診の有用性、

実施可能性に関する研究」の研究成果とし

て令和 2 年度に 2 つの論文を出版した。 

 1 つは特定健診受診者の慢性眼疾患の有

病率を検討した論文（Yamada M, Hiratsuka Y, 

Nakano T, Watanabe T, Tamura H, Kawasaki R, 

Yokoyama T, Takano S. Detection of Glaucoma 

and Other Vision-threatening Ocular Diseases in 

the Population Recruited at Specific Health 

Checkups in Japan. Clin Epidemiol 

2020;12:1381-138）であり、もう１つは特定

健診での眼底検査のオプションの有無によ

る特定健診自体の受診率の違いを検討した

論文（Hiratsuka Y, Yokoyama T, Yamada M. 

Higher participation rate for specific health 

checkups concerning simultaneous ophthalmic 

checkups. Journal of Epidemiology. 2020 

https://doi.org/10.2188/jea.JE20200052 Online 

ahead of print）である。 

 この 2 つの論文の概要を記した小冊子を

作成し、令和 3 年 2 月に全国全 1741 の自治

体（市区町村）の地域保健・健康増進事業担

当部署、各都道府県の国民健康保険団体連

合会、日本眼科医会と各都道府県の眼科医

会支部に配布した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」に従っ

た。今回の研究内容は倫理審査委員会の承

認は不要と考えられるが、データソースと

して用いた先行研究は倫理指針に従い、医

療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治験

審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会の

審査を受け、承認を受けている（承認番号

1034 および 744）。 

 

C. 結果 

 作成した小冊子を報告書に添付する（資

料）。 



特定健診受診者の慢性眼疾患の有病率に

ついては、特定健診を契機に 3 つの自治体

（東京都世田谷区、宮城県仙台市、島根県松

江市）の 16 の眼科医療機関を検診目的で受

診した 1,360 例を対象として、一般的な眼

科検査に加えて光干渉断層計（OCT）検査や

精密視野検査を行い、眼疾患の有無を精密

に検査した。その結果、168 例（12.4％）が

緑内障と診断され、視力低下を伴うなど臨

床的に問題となるような白内障 77 例

（5.7％）、黄斑前膜（2.9％）、黄斑変性

（1.2％）、糖尿病網膜症（1.0％）、網膜静脈

閉塞症（0.7％）、網脈絡膜萎縮（0.5％）など

失明や視覚障害につながる網膜疾患も見ら

れた。特定健診の対象者である 40-74 歳の

成人において従来考えられていた以上に多

くの緑内障罹患者がいることがわかった。

緑内障のうち、78％は今回の検査で初めて

緑内障と診断された例であり、眼科検診の

重要性が改めて示される結果と考えられた。 

 特定健診受診時の「詳細な検査項目」以外

の眼底検査のオプションの有無による特定

健診受診率の違いについては、全国の全

1741 の自治体（市区町村）を対象として

2019 年 1～2 月の期間に郵送による調査を

行っている。その結果、特定健診と同時に眼

科検診を実施している自治体では特定健診

受診率が 2.5%向上していること、検診内容

別では、特定健診の全対象者を対象とした

「眼底写真」では2.8%、「眼科における検査」

では 7.4%向上していることが示された。特

定健診と同時に眼科検診を行うことで、眼

や全身の病気の早期発見に有用なだけでな

く、特定健診本体の受診率向上にも貢献で

きる可能性が示唆された。 

  

D. 考察 

 特定健診の受診率向上（目標 70%）は国

の保健行政の大きな課題となっている。受

診率の全国平均は 53%であるが、健康保健

組合の受診率が 77%に対し、市区町村国民

健康保険は 37％にとどまっている。受診率

向上のため、自治体はアンケート結果の未

受診理由別に応じた受診推奨や、 医師会と

の連携による特定健診受診場所の拡大や情

報提供事業の展開等、様々な取り組みを実

施している。 

特定健診において眼底検査は、高血圧や糖

尿病による異常を発見することで、将来的

な脳卒中や心血管死亡の危険予測に用いら

れる。眼底検査は同時に白内障や緑内障な

どの有病率の高い慢性眼疾患の早期発見に

も有用である。現在、特定健診による眼底検

査は「詳細な健診項目」に分類されている

が、自治体によっては「詳細な健診項目」と

しての眼底検査以外に、内容の異なる独自

の眼の検診を提供している。今回の調査で

は回答の得られた 1048自治体のうち 310自

治体（29.6％）が何らかの形でのオプション

としての眼底検査を実施しており、国の実

施基準以外に眼底検査を受けられる環境を

作っていた。研究分担者の横山は、国保デー

タベース（KDB）システム（平成 24～30 年

度）に基づいて特定健診における眼底検査

の実施率の推移を調べ、眼底検査の実施率

は平成 24～29 年度にかけて 11.7%から

13.5%（男女計）とゆるやかな上昇傾向にあ

り、平成 30 年度は特定健診の詳細な検診項

目の判定基準の変更もあって 17.6%（男女

計）となり、前年度から 4.1 ポイントの急上

昇が起きたと報告している。こうしたデー

タは特定健診の機会に眼底検査を受けるこ



とを望む受診者が少なくないことを示すも

のと考えられる。 

特定健診のオプションとして、協会けんぽ 

滋賀支部では、肌年齢・骨密度測定サービス

を特定健診と同時に実施、また健診受診会

場を生活圏の近くにする配慮するなどで、

受診率が 2 年で 11.5％から 24.1％に改善し

たと報告している。眼底検査も同様で、特定

健診に合わせた独自検診として行うことで、

特定健診自体の受診率向上に貢献できる可

能性がある。また今まで未発見、未治療とな

っている慢性眼疾患の発見の機会としても

有用であり、保健行政の面からも考慮され

るべき事項と考えられた。 

以上の研究結果は英文論文として公表し

ているが、よりわかりやすい形で示すため

に、日本語の小冊子を作成した。全国自治体

と国民健康保険団体連合会に送付すること

で、自治体の保健行政、施策を考えるうえ

での情報提供になったと考えられる。 

 

E. 結論 

 眼底検査を中心とした成人眼科検診の意

義について小冊子を作成し、全国全 1741 の

自治体（市区町村）の地域保健・健康増進事

業担当部署、各都道府県の国民健康保険団

体連合会、日本眼科医会と各都道府県の眼

科医会支部に配布した。特定健診における

眼底検査の意義を自治体や保険者に改めて

提示して自治体の保健行政、施策を考える

うえでの情報提供を行った。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1) Yamada M, Hiratsuka Y, Nakano T, Watanabe 

T, Tamura H, Kawasaki R, Yokoyama T, Takano 

S. Detection of Glaucoma and Other Vision-

threatening Ocular Diseases in the Population 

Recruited at Specific Health Checkups in Japan. 

Clin Epidemiol 2020;12:1381-138 

 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得   なし 

2． 実用新案登録 なし 

3. その他     なし  
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